
住宅借入金等特別控除（所得税）

住宅ローン等を利用して居住用の住宅の新築，新築住宅や既存（中古）住宅の

購入又は増改築等をしてその住宅に入居したときで，一定の要件に当てはまる場

合には，その入居した年分に応じて計算された控除額を所得税の額から控除する

ことができます。

また，認定長期優良住宅を取得したときで，一定の要件に当てはまる場合には，

選択により特例計算した控除額を所得税の額から控除することができます。

なお，住宅の取得等の対価の額又は費用の額に関し補助金等の交付を受ける場

合には，その住宅の取得等の対価の額又は費用の額から補助金等の額を控除しま

す。

■控除の要件と控除額
１．控除の要件（それぞれ次の要件のすべてを満たすこと。）

� 新築住宅を取得した場合

① 住宅取得の日から６か月以内に入居し，引き続き居住していること。

② 床面積が５０㎡以上で，１／２以上が自己の居住の用に供されていること。

③ 民間の金融機関や独立行政法人住宅金融支援機構などの住宅ローン等

（返済期間が１０年以上の割賦返済）を利用していること。

� 認定長期優良住宅を取得した場合

① �の要件に当てはまること。
② 認定長期優良住宅であると証明されたものであること。

� 既存（中古）住宅を取得した場合

① �の要件に当てはまること。
② その住宅の取得の日以前２０年以内（耐火建物は２５年以内）に建築され

た住宅，又は耐震基準に適合すると証明された一定の住宅であること。

③ 建築後使用されたことのある住宅であること。

④ その住宅の購入時において自己と生計を一にし，その後において引き

続き自己と生計を一にしている親族等から購入したものでないこと。
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� 増改築等をした場合

① 自己の所有している住宅で，自己の居住の用に供するものについて行

う増改築等であること。

② 増改築後の床面積が５０㎡以上で，１／２以上が自己の居住の用に供され

ていること。

③ 増改築等の日から６か月以内に入居し，引き続き居住していること。

④ 増改築等の工事であることにつき一定の証明がされたものであること。

⑤ 増改築等の工事費用が１００万円を超え，自己の居住用部分の工事費用

が工事費用総額の１／２以上であること。

⑥ �の③に掲げる住宅ローン等を利用していること。

２．控除額の計算

� 各居住年の控除期間，住宅借入金等の年末残高の限度額及び控除率は次の

とおりです。

居 住 年 控除期間 年末残高限度額 控除率

平成２１年

１０年間

５，０００万円

１．０％

平成２２年

平成２３年 ４，０００万円

平成２４年 ３，０００万円

平成２５年 ２，０００万円

� 認定長期優良住宅の特例の場合

居 住 年 控除期間 年末残高の限度額 適用年・控除率

平成２１年６月４日～
平成２１年１２月３１日

１０年間

５，０００万円 １．２％
平成２２年

平成２３年

平成２４年 ４，０００万円
１．０％

平成２５年 ３，０００万円
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３．控除が受けられない場合

次のいずれかに該当する場合はこの控除は受けられません。

① 合計所得金額が３，０００万円を超える年分。

② 住宅を自己の居住の用に供しなくなった年以後の各年分。

③ 入居した年及びその年の前後２年以内の所得税について，居住用財産

の特別控除，居住用財産の買換え，交換等の特例等を適用している場合。

■控除を受けるための手続
この控除を受けるためには，納税地の所轄税務署に所得税の確定申告書を提

出する必要があります。ただし，給与所得者は，１年目に確定申告をすると，２

年目以降は年末調整で控除が受けられる仕組みになっています。

申告に当たっては，それぞれ計算明細書及び次に掲げる書類の添付が必要と

なります。

� 新築又は新築住宅の取得をした場合（最初の年分）

① 住民票の写し

② 家屋の登記事項証明書

③ 家屋の請負（売買）契約書の写し

④ 交付を受ける補助金等の額や住宅取得等資金の特例を受けた場合のそ

の額を証する書類

⑤ 住宅取得資金に係る借入金の年末残高証明書

⑥ 土地の登記事項証明書（土地の購入がある場合）

⑦ 土地の売買契約書の写し（土地の購入がある場合）

⑧ 長期優良住宅建築等計画の認定通知書等の写し（認定長期優良住宅の

場合）

⑨ 住宅用家屋証明書若しくはその写し，又は認定長期優良住宅建築証明

書（認定長期優良住宅の場合）
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� 既存住宅を取得した場合（最初の年分）

① �の①から⑥の書類
② 耐震基準適合証（耐震基準に適合する住宅である場合）

� 増改築等をした場合（最初の年分）

① �の①から④の書類
② 建築確認済証の写し，検査済証の写し，又は増改築等工事証明書

※ 要件や手続きなど詳しくは，国税庁のホームページ［www.nta.go.jp］を

ご覧いただくか，最寄りの税務署（５５ページ）へお問い合わせください。

高齢者等居住改修工事等に係る特定増改築等住宅借入金等特別控除

特定居住者が，その者の所有する住宅で，自己の居住の用に供する住宅につい

て，一定のバリアフリー改修工事（高齢者等居住改修工事等）を含む増改築等を

してその住宅に入居したときで，一定の要件に当てはまる場合には，住宅借入金

等特別控除との選択により，一定の計算による控除額（最高１２万円）を所得税の

額から控除することができます。

■控除の要件と控除額
１．控除の要件

� 特定居住者（次のいずれかに該当する居住者）

① 年齢が５０歳以上の者。

② 介護保険法に規定する要介護認定又は要支援認定を受けている者。

③ 所得税法に規定する障害者に該当する者。

④ 上記②又は③のいずれかに該当する者又は６５歳以上の親族と同居を常

況としている者。
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� 対象となる増改築等

① 高齢者等居住改修工事等

イ 廊下の拡幅 ロ 階段の勾配の緩和 ハ 浴室改良

ニ 便所改良 ホ 手すりの設置 へ 屋内の段差の解消

ト 引き戸への取替え工事 チ 床表面の滑り止め化

② ①の工事等と併せて行う一定の修繕・模様替えの工事

� 増改築等の要件（次の要件のすべてを満たすこと。）

① 高齢者等居住改修工事等の費用が３０万円（補助金等の差し引き後）を

超え，自己の居住用部分の工事費用が工事費用総額の１／２以上であること。

② 増改築等工事証明書により証明されていること。

③ 増改築等の日から６か月以内に入居し，引き続き居住していること。

④ 増改築後の床面積が５０㎡以上で，１／２以上が自己の居住の用に供され

ていること。

⑤ 増改築等住宅借入金等（返済期間が５年以上の割賦返済）を利用して

いること。

２．控除額の計算

対象居住年，控除期間，住宅借入金等の年末残高の限度額及び控除率は次の

とおりです。

居 住 年 控除期間 残高限度額 控 除 率

平成１９年４月１日～
平成２５年１２月３１日

５年間
１，０００万円
以下の部分

①

高齢者等居住改修工事
等に要した費用の額に
相当する部分の金額
（２００万円を限度）

２％

② ①以外の部分の金額 １％

３．控除が受けられない場合

住宅借入金等特別控除の場合に同じ。

■控除を受けるための手続き等
この控除を受けるためには納税地の所轄税務署に所得税の確定申告書を提出
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する必要があります。ただし，給与所得者は，１年目に確定申告をすると，２

年目以降は年末調整で控除が受けられる仕組みになっています。

申告に当たっては，計算明細書及び次に掲げる書類の添付が必要となります。

① 住民票の写し（要介護者等の親族と同居している場合は，その同居す

る親族について表示されているもの。）

② 家屋の登記事項証明書

③ 改修工事の請負契約書の写し

④ 住宅取得資金に係る借入金の年末残高証明書

⑤ 増改築等工事証明書

⑥ 補助金等及び居宅介護住宅改修費等の額を明らかにする書類

⑦ 介護保険の被保険者証の写し（要介護認定等を受けている場合）

※ 要件や手続きなど詳しくは，国税庁のホームページ［www.nta.go.jp］を

ご覧いただくか，最寄りの税務署（５５ページ）へお問い合わせください。

断熱改修工事等に係る特定増改築等住宅借入金等特別控除（所得税）

居住者が，その者の所有する住宅で，その者の居住の用に供する住宅について，

一定の省エネ改修工事（断熱改修工事等又は特定断熱改修工事等）を含む増改築

等をしてその住宅に入居したときで，一定の要件に当てはまる場合には，住宅借

入金等特別控除との選択により，一定の計算による控除額（最高１２万円）を所得

税の額から控除することができます。

■控除の要件と控除額
１．控除の要件

� 対象となる増改築等

① 断熱改修工事等（イ～ニの工事で��の要件を満たすもの）
イ 居室の全ての窓の改修工事

ロ 床の断熱工事 ハ 天井の断熱工事 ニ 壁の断熱工事

※ ロからニについてはイと併せて行う工事に限ります。

� 改修部位の省エネ性能がいずれも平成１１年基準となること。

� 改修後の住宅全体の省エネ性能が改修前から一段階相当以上上がる
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と認められる工事内容であること。

② 特定断熱改修工事等

①のうち改修後の住宅全体の省エネ性能が平成１１年基準相当となるも

のと認められるもの。

③ ①の工事等と併せて行う一定の修繕・模様替えの工事

� 増改築等の要件（それぞれ次の要件のすべてを満たすこと。）

① 断熱改修工事等又は特定断熱改修工事等の費用が３０万円を超えること。

② 増改築等工事証明書により証明されていること。

③ 増改築等の日から６か月以内に入居し，引き続き居住していること。

④ 増改築等住宅借入金等（返済期間が５年以上の割賦返済）を有してい

ること。

⑤ 増改築後の床面積が５０㎡以上で，１／２以上が自己の居住の用に供され

ていること。

⑥ 自己の居住用部分の工事費用が総額の１／２以上であること。

２．控除額の計算

対象居住年，控除期間，住宅借入金等の年末残高の限度額及び控除率は次の

とおりです。

居 住 年 控除期間 残高限度額 控 除 率

平成２０年４月１日～
平成２５年１２月３１日

５年間
１，０００万円
以下の部分

①

特定断熱改修工事等に
要した費用の額に相当
する部分の金額
（２００万円を限度）

２％

② ①以外の部分の金額 １％

３．控除が受けられない場合

住宅借入金等特別控除の場合に同じ。

■控除を受けるための手続き等
この控除を受けるためには，納税地の所轄税務署に所得税の確定申告書を提

出する必要があります。ただし，給与所得者は，１年目に確定申告をすると，２

年目以降は年末調整で控除が受けられる仕組みになっています。
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申告に当たっては，計算明細書及び次に掲げる書類の添付が必要となります。

① 住民票の写し

② 家屋の登記事項証明書

③ 改修工事の請負契約書の写し

④ 住宅取得資金に係る借入金の年末残高証明書

⑤ 増改築等工事証明書

※ 要件や手続きなど詳しくは，国税庁のホームページ［www.nta.go.jp］を

ご覧いただくか，最寄りの税務署（５５ページ）へお問い合わせください。

既存住宅の耐震改修をした場合の所得税の特別控除（所得税）

居住者が，昭和５６年５月３１日以前に建築されたその者の居住の用に供する住宅

について耐震改修をしてその者の居住の用に供した場合に，住宅耐震改修の費用

に関し補助金等の交付を受ける場合は，その住宅耐震改修に要した費用の額から

その補助金等の額を控除し，特別控除額（最高２０万円）をその改修を行った年分

の所得税の額から控除することができます。

なお，この改正は平成２３年６月３０日以後の住宅耐震改修に係る契約を締結する

場合について適用されます。

■控除の要件と控除額
１．控除の要件（それぞれ次の要件のすべてを満たすこと。）

① 住宅耐震改修のための一定の事業計画の区域内の住宅であること。

② 申請者の居住の用に供する住宅であること。

③ 昭和５６年５月３１日以前の耐震基準により建築された住宅で，現行の耐

震基準に適合していないものであること。

④ 現行の耐震基準に適合させるための耐震改修であること。
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２．控除額の計算

対象居住年，改修費用の限度額及び控除率は次のとおりです。

居 住 年 改修費用限度額 控除率

平成２１年１月１日～
平成２５年１２月３１日

次の①と②のいずれか少ない金額
① 住宅耐震改修に要した費用の額
② 耐震工事の標準的な費用の額

１０％

■控除を受けるための手続き等
この控除を受けるためには，納税地の所轄税務署に所得税の確定申告書を提

出する必要があります。

申告に当たっては，計算明細書及び次に掲げる書類の添付が必要となります。

① 住民票の写し

② 住宅耐震改修証明書

③ 家屋の登記事項証明書その他の書類でその家屋が昭和５６年５月３１日以

前に建築されたものであることを明らかにする書類

なお，①対象物件が当該制度の適用される計画区域内にあるかどうか，②耐

震改修が証明書の発行を受けられるかどうか，③耐震改修の費用の額の計算方

法などについては，物件所在地の都道府県又は市町村の建築部局又は住宅部局

にお問い合わせください。

また，この制度は，住宅借入金等特別控除と重複して適用ができます。

※ 要件や手続きなど詳しくは，国税庁のホームページ［www.nta.go.jp］を

ご覧いただくか，最寄りの税務署（５５ページ）へお問い合わせください。

住宅特定改修特別税額控除（所得税）

特定居住者が，その者の所有する住宅で，自己の居住の用に供するものについ

て，高齢者等居住改修工事等又は一般断熱改修工事等をしてその住宅に入居した

とき，又は特定居住者以外の居住者がその者の所有する住宅で，自己の居住の用

に供するものについて一般断熱改修工事等をしてその住宅に入居したときで，一

定の要件に当てはまる場合には，特別税額控除額（最高２０万円（太陽光発電設備

設置工事を含む一般断熱改修工事等の場合は最高３０万円））をその入居した年分
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の所得税の額から控除することができます。

ただし，特定居住者の場合とそれ以外の居住者の場合のそれぞれの控除につい

ては，重複して適用することはできません。

また，住宅借入金等特別控除又は特定増改築等住宅借入金等特別控除と重複し

て適用することはできません。

なお，住宅特定改修特別税額控除については，次の改正が行われた上，その適

用期限が平成２４年１２月３１日まで延長されます。

イ 高齢者等居住改修工事等に係る税額控除額の上限額（改正前：２０万円）が，

その適用を受ける年分に応じ，平成２３年分は２０万円，平成２４年分は１５万円に引

き下げられました。

ロ 一般断熱改修工事等の費用に関し補助金等の交付を受けた場合には，その一

般断熱改修工事等に要した費の額からその補助金等の額を控除することとされ

ました。

ロの改正は，平成２３年６月３０日以後の住宅耐震改修に係る契約を締結する場

合について適用されます。

■控除の要件と控除額
１．控除の要件

� 特定居住者

特定増改築等住宅借入金等特別控除の場合に同じ。

� 対象となる改修工事

① 高齢者等居住改修工事等

イ 廊下の拡幅 ロ 階段の勾配の緩和 ハ 浴室改良

ニ 便所改良 ホ 手すりの設置 へ 屋内の段差の解消

ト 引き戸への取替え工事 チ 床表面の滑り止め化

② 一般断熱改修工事等

イ エネルギーの使用の合理化に資する一定の改修工事

�イ 居室の全ての窓の改修工事

�ロ 床の断熱工事 �ハ 天井の断熱工事 �ニ 壁の断熱工事

※ 改修部位の省エネ性能がいずれも平成１１年基準となるもの。

※ �ロから�ニについては�イと併せて行う工事に限ります。
ロ 太陽光発電設備設置工事（イの工事と併せて行うものに限ります。）
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� 改修工事の要件（次の要件のすべてを満たすこと。）

① 高齢者等居住改修工事等の費用が３０万円（補助金等の差し引き後）を

超えること，又は一般断熱改修工事等の費用が３０万円を超えること。

② 増改築等工事証明書により証明されていること。

③ 改修工事の日から６か月以内に入居していること。

④ 工事後の床面積が５０㎡以上で，１／２以上が自己の居住の用に供されて

いること。

⑤ 自己の居住用部分の工事費用が工事費用総額の１／２以上であること。

２．控除額の計算

対象居住年，改修費用の限度額及び控除率は次のとおりです。

高齢者等居住改修工事等，一般断熱改修工事等の控除額の計算については対

象居住年月日等により改修費用の限度額が変わりますので詳しくは国税庁の

ホームページ［www.nta.go.jp］をご覧ください。

３．控除が受けられない場合

次のいずれかに該当する場合はこの控除は受けられません。

① 合計所得金額が３，０００万円を超える年分。

② 前年分においてこの控除を受けている場合。

■控除を受けるための手続き等
この控除を受けるためには，納税地の所轄税務署に所得税の確定申告書を提

出する必要があります。

申告に当たっては，計算明細書及び次に掲げる書類の添付が必要となります。

� 特定居住者の場合

① 住民票の写し（要介護者等の親族と同居している場合は，その同居す

る親族について表示されているもの。）

② 家屋の登記事項証明書

③ 工事の請負契約書の写し
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④ 増改築等工事証明書

⑤ 補助金等及び居宅介護住宅改修費等の額を明らかにする書類（高齢者

等居住改修工事等の場合）

⑥ 介護保険の被保険者証の写し（要介護認定等を受けている場合）

� 特定居住者以外の居住者の場合

① 住民票の写し

② �の②から④の書類

※ 要件や手続きなど詳しくは，国税庁のホームページ［www.nta.go.jp］を

ご覧いただくか，最寄りの税務署（５５ページ）へお問い合わせください。

認定長期優良住宅新築等特別税額控除（所得税）

居住者が，認定長期優良住宅を新築又は取得してその住宅に入居したときで，

一定の要件に当てはまる場合には，特別税額控除額（最高５０万円）をその入居し

た年分の所得税の額から控除することができます。

また，入居した年分に控除不足額等がある場合には，その翌年の所得税の額か

ら控除することができます。

なお，住宅借入金等特別控除と重複して適用することはできません。

■控除の要件と控除額
１．控除の要件（次の要件のすべてを満たすこと。）

① 新築又は取得の日から６か月以内に入居していること。

② 住宅の床面積が５０㎡以上であること。

③ 床面積の１／２以上が専ら自己の居住の用に供されていること。

④ 認定長期優良住宅であると証明されたものであること。
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２．控除額の計算

� 対象居住年，費用の額の限度額及び控除率は次のとおりです。

居 住 年 費用の額の限度額 控除率

平成２１年６月４日～
平成２５年１２月３１日

認定長期優良住宅について講じられた構造及び
設備に係る標準的な費用の額
（構造の区分別の床面積×１㎡当たりの標準的
な費用の額，最高１，０００万円）

１０％

� 講じられた構造等の標準的な費用の額（１㎡当たり）

構造の区分 １㎡当たりの標準的な費用の額

木造・鉄骨造 ３３，０００ 円

鉄骨鉄筋（鉄筋）コンクリート造 ３６，３００ 円

上記以外の構造 ３３，０００ 円

３．控除が受けられない場合

次のいずれかに該当する場合はこの控除は受けられません。

① 合計所得金額が３，０００万円を超える年分。

② 入居した年及びその年の前後２年以内の所得税について，居住用財産

の特別控除，居住用財産の買換え，交換等の特例等を適用している場合。

■控除を受けるための手続き等
この控除を受けるためには，納税地の所轄税務署に所得税の確定申告書を提

出する必要があります。

申告に当たっては，計算明細書及び次に掲げる書類の添付が必要となります。

① 住民票の写し

② 家屋の登記事項証明書等（構造ごとの床面積を明らかにする書類）

③ 長期優良住宅建築等計画の認定通知書等の写し

④ 住宅用家屋証明書若しくはその写し，又は認定長期優良住宅建築証明書

⑤ 家屋の請負（売買）契約書の写し

※ 要件や手続きなど詳しくは，国税庁のホームページ［www.nta.go.jp］を

ご覧いただくか，最寄りの税務署（５５ページ）へお問い合わせください。
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